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(57)【要約】
【課題】優れた帯電防止性能を備え、粘着剤との相溶性に優れるためブリードアウトや粘
着フィルムを剥がした際に、被着体に汚染が生じてしまうなどのリワーク性の欠点を改善
した、粘着剤組成物、粘着フィルム、及び表面保護フィルムを提供する。
【解決手段】本発明の粘着剤組成物は、帯電防止性能を有する粘着剤組成物であって、帯
電防止剤として、融点３０～５０℃の疎水性の４級オニウム塩を含有することを特徴とす
る。本発明の粘着フィルム、及び表面保護フィルムは、本発明の粘着剤組成物を用いて粘
着剤層が積層されたことを特徴とする。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　帯電防止性能を有する粘着剤組成物であって、帯電防止剤として、融点３０～５０℃の
疎水性の４級オニウム塩を含有することを特徴とする粘着剤組成物。
【請求項２】
　前記４級オニウム塩が、２５℃の水１００ｇに対する溶解度が５ｇ以下であることを特
徴とする請求項１に記載の粘着剤組成物。
【請求項３】
　粘着剤成分が、（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～Ｃ１４の（メタ）アクリル酸アルキ
ルエステルモノマーの少なくとも１種と、（Ｂ）水酸基および／またはカルボキシル基を
含有する共重合性ビニルモノマーの少なくとも１種と、からなる共重合組成物であり、前
記共重合組成物の１００重量部に対して、（Ｃ）前記４級オニウム塩を０．１～１０重量
部、を必須成分として含有することを特徴とする請求項１または２に記載の粘着剤組成物
。
【請求項４】
　粘着剤成分が、（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～Ｃ１４の（メタ）アクリル酸アルキ
ルエステルモノマーの少なくとも１種と、ビニル基を有する共重合性ビニルモノマーの少
なくとも１種と、からなる共重合組成物であり、前記共重合組成物の１００重量部に対し
て、（Ｃ）前記４級オニウム塩を０．１～１０重量部、を必須成分として含有することを
特徴とする請求項１または２に記載の粘着剤組成物。
【請求項５】
　粘着剤成分が、（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～Ｃ１４の（メタ）アクリル酸アルキ
ルエステルモノマーの少なくとも２種以上からなる共重合組成物であり、前記共重合組成
物の１００重量部に対して、（Ｃ）前記４級オニウム塩を０．１～１０重量部、を必須成
分として含有することを特徴とする請求項１または２に記載の粘着剤組成物。
【請求項６】
　粘着剤成分が、（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～Ｃ１４の（メタ）アクリル酸アルキ
ルエステルモノマーの少なくとも１種と、芳香族系モノマーの少なくとも１種と、からな
る共重合組成物であり、前記共重合組成物の１００重量部に対して、（Ｃ）前記４級オニ
ウム塩を０．１～１０重量部、を必須成分として含有することを特徴とする請求項１また
は２に記載の粘着剤組成物。
【請求項７】
　基材の片面上に、前記粘着剤組成物を積層して形成された粘着剤層において、前記粘着
剤層の表面抵抗率が１．０×１０＋１２Ω／□以下であることを特徴とする請求項１～６
のいずれかに記載の粘着剤組成物。
【請求項８】
　基材の片面上に、請求項１～７のいずれかに記載の粘着剤組成物を用いて粘着剤層が積
層されたことを特徴とする粘着フィルム。
【請求項９】
　請求項１～７のいずれかに記載の粘着剤組成物を用いて粘着剤層が積層されたことを特
徴とする粘着フィルム。
【請求項１０】
　請求項８に記載の粘着フィルムが用いられた、表面保護フィルム。
【請求項１１】
　請求項８に記載の粘着フィルムが用いられた、偏光板用の表面保護フィルム。
【請求項１２】
　請求項８に記載の粘着フィルムが用いられた、光学用の表面保護フィルム。
【請求項１３】
　請求項８に記載の粘着フィルムが用いられた偏光板とディスプレイパネルの貼り合わせ
用フィルム。
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【請求項１４】
　請求項８に記載の粘着フィルムが用いられた偏光板を構成する材料の貼り合わせ用フィ
ルム。
【請求項１５】
　請求項８に記載の粘着フィルムが用いられたタッチパネル用フィルム。
【請求項１６】
　請求項８に記載の粘着フィルムが用いられた電子ペーパー用フィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、帯電防止性能を有する粘着剤組成物、粘着フィルム及び表面保護フィルムに
関する。さらに詳細には、帯電防止剤として、疎水性の４級オニウム塩を含有する粘着剤
組成物に関し、粘着性能を損なわずに帯電防止性に優れた粘着剤組成物、それを用いた粘
着フィルム及び表面保護フィルムを提供することに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、液晶ディスプレイを構成する部材である偏光板、位相差板、反射防止フィル
ムなどの光学部材の製造工程においては、光学部材の表面を一時的に保護するための表面
保護フィルムが貼着される。このような表面保護フィルムは、光学部材を製造する工程の
みに使用され、光学部材を液晶ディスプレイに組み込む時点で、光学部材から剥離して除
去される。このような光学部材の表面を保護するための表面保護フィルムは、製造工程に
おいてのみに使用されるため、一般には、工程フィルムと呼ばれることもある。
【０００３】
　このように、光学部材を製造する工程において使用される表面保護フィルムは、光学的
に透明性を有するポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）樹脂フィルムの片面に粘着剤層
が形成されているが、光学部材に貼り合わせるまで、その粘着剤層を保護するための剥離
処理された剥離フィルムが、粘着剤層の上に貼り合わされている。
　また、偏光板、位相差板、反射防止フィルムなどの光学部材は、表面保護フィルムを貼
り合わされた状態で、液晶表示板の表示能力、色相、コントラスト、異物混入などの光学
的評価を伴う製品検査を行うため、表面保護フィルムに対する要求性能としては、粘着剤
層に気泡や異物が付着していないことが求められている。
　また、近年では、偏光板、位相差板、反射防止フィルムなどの光学部材から表面保護フ
ィルムを剥がすときに、粘着剤層を被着体が剥がす時に発生する静電気に伴って生じる剥
離帯電が、液晶ディスプレイの電気制御回路の故障に影響することが懸念され、粘着剤層
に対して優れた帯電防止性能が求められている。
　また、偏光板、位相差板、反射防止フィルムなどの光学部材に表面保護フィルムを貼り
合わせるときには、各種の理由により、一旦、表面保護フィルムを剥がして、再度、表面
保護フィルムを貼り直すことがあり、そのときに被着体の光学部材から剥がし易いこと（
リワーク性）が求められている。また、このとき、被着体を汚染しないこと、いわゆる糊
残りが起こらないことが求められている。
　また、最終的に偏光板、位相差、反射防止フィルム板などの光学部材から表面保護フィ
ルムを剥がすときには、速やかに剥離できることが求められている。いわゆる、高速度で
の剥離によっても、速やかに剥離できるように、粘着力が剥離速度によっても変化が少な
いことが求められている。
【０００４】
　例えば、優れた帯電防止性能については、表面保護フィルムに帯電防止性を付与させる
ための方法として、基材フィルムに帯電防止剤を練り込む方法などが示されている。
帯電防止剤としては、例えば、（ａ）第４級アンモニウム塩、ピリジニウム塩、第１～３
級アミノ基などのカチオン性基を有する各種のカチオン性帯電防止剤、（ｂ）スルホン酸
塩基、硫酸エステル塩基、リン酸エステル塩基、ホスホン酸塩基などのアニオン性基を有
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するアニオン性帯電防止剤、（ｃ）アミノ酸系、アミノ硫酸エステル系などの両性帯電防
止剤、（ｄ）アミノアルコール系、グリセリン系、ポリエチレングリコール系などのノニ
オン性帯電防止剤、（ｅ）上記の様な帯電防止剤を高分子量化した高分子型帯電防止剤、
などが開示されている（特許文献１）。
　また、近年では、このような帯電防止剤を基材フィルムに含有させたり、あるいは基材
フィルムの表面に塗布するのではなく、直接に粘着剤層に含有させたりすることが提案さ
れている。
【０００５】
　また、リワーク性能については、例えば、アクリル樹脂中に、イソシアネート系化合物
の硬化剤と、特定のシリケートオリゴマーをアクリル系樹脂１００重量部に対して０．０
００１～１０重量部で配合した粘着剤組成物が提案されている（特許文献２）。
　特許文献２では、アルキル基の炭素数が２～１２程度のアクリル酸アルキルエステルや
アルキル基の炭素数が４～１２程度のメタクリル酸アルキルエステル等を主モノマー成分
とし、例えば、カルボキシル基含有モノマーなどの他の官能基含有モノマー成分を含むこ
とができるとしている。一般的には、上記主モノマーを５０重量％以上含有させることが
好ましい、又、官能基含有モノマー成分の含有量は０．００１～５０重量％であって、好
ましくは０．００１～２５重量％、更に好ましくは０．０１～２５重量％であることが望
まれる、としている。このような特許文献２に記載の粘着剤組成物は、高温下又は高温高
湿下でも凝集力及び接着力の経時変化が小さく、かつ、曲面に対する接着力にも優れた効
果を示すことから、リワーク性を有するとしている。
　一般に、粘着剤層を柔らかい性状のものにすると、糊残りが発生し易くなり、リワーク
性が低下し易い。すなわち、誤って貼合したときに剥離し難く、貼り直しが困難となり易
い。このことから、カルボキシル基などの官能基を有するモノマーを主剤に架橋させて、
粘着剤層を一定の硬さにすることが、リワーク性を持たせるためには必要と考えられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平１１－０７０６２９号公報
【特許文献２】特開平８－１９９１３０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上述したように、粘着フィルムとして帯電防止機能を求められることが多く、色々な種
類の帯電防止剤が試みられてきた。しかし、特に光学フィルムの用途においては、帯電防
止機能は持たせることができるが、透明性が悪いなどの欠点があり、さらには帯電防止剤
の粘着剤への相溶性不足などから帯電防止剤のブリードアウトや粘着フィルムを剥がした
際に、被着体に汚染が生じてしまうなどのリワーク性が悪い等の欠点が多かった。これら
、性能を満足できても、コストが高くなってしまうなどの問題もあり、低コストでこれら
欠点を克服出来る帯電防止剤を含んだ粘着剤が必要とされて来た。
【０００８】
　本発明は、上記の事情に鑑みてなされたものであり、優れた帯電防止性能を備え、粘着
剤との相溶性に優れるためブリードアウトや粘着フィルムを剥がした際に、被着体に汚染
が生じてしまうなどのリワーク性の欠点を改善した、粘着剤組成物、粘着フィルム、及び
表面保護フィルムを提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前記課題を解決するため、本発明は、帯電防止性能を有する粘着剤組成物であって、帯
電防止剤として、融点３０～５０℃の疎水性の４級オニウム塩を含有することを特徴とす
る粘着剤組成物を提供する。
【００１０】
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　前記４級オニウム塩が、２５℃の水１００ｇに対する溶解度が５ｇ以下であることが好
ましい。
【００１１】
　粘着剤成分が、（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～Ｃ１４の（メタ）アクリル酸アルキ
ルエステルモノマーの少なくとも１種と、（Ｂ）水酸基および／またはカルボキシル基を
含有する共重合性ビニルモノマーの少なくとも１種と、からなる共重合組成物であり、前
記共重合組成物の１００重量部に対して、（Ｃ）前記４級オニウム塩を０．１～１０重量
部、を必須成分として含有することが好ましい。
【００１２】
　粘着剤成分が、（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～Ｃ１４の（メタ）アクリル酸アルキ
ルエステルモノマーの少なくとも１種と、ビニル基を有する共重合性ビニルモノマーの少
なくとも１種と、からなる共重合組成物であり、前記共重合組成物の１００重量部に対し
て、（Ｃ）前記４級オニウム塩を０．１～１０重量部、を必須成分として含有することが
好ましい。
【００１３】
　粘着剤成分が、（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～Ｃ１４の（メタ）アクリル酸アルキ
ルエステルモノマーの少なくとも２種以上からなる共重合組成物であり、前記共重合組成
物の１００重量部に対して、（Ｃ）前記４級オニウム塩を０．１～１０重量部、を必須成
分として含有することが好ましい。
【００１４】
　粘着剤成分が、（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～Ｃ１４の（メタ）アクリル酸アルキ
ルエステルモノマーの少なくとも１種と、芳香族系モノマーの少なくとも１種と、からな
る共重合組成物であり、前記共重合組成物の１００重量部に対して、（Ｃ）前記４級オニ
ウム塩を０．１～１０重量部、を必須成分として含有することが好ましい。
【００１５】
　基材の片面上に、前記粘着剤組成物を積層して形成された粘着剤層において、前記粘着
剤層の表面抵抗率が１．０×１０＋１２Ω／□以下であることが好ましい。
【００１６】
　また、本発明は、基材の片面上に、前記粘着剤組成物を用いて粘着剤層が積層されたこ
とを特徴とする粘着フィルムを提供する。
【００１７】
　また、本発明は、前記粘着剤組成物を用いて粘着剤層が積層されたことを特徴とする粘
着フィルムを提供する。
【００１８】
　また、本発明は、前記粘着フィルムが用いられた、表面保護フィルムを提供する。
【００１９】
　また、本発明は、前記粘着フィルムが用いられた、偏光板用の表面保護フィルムを提供
する。
【００２０】
　また、本発明は、前記粘着フィルムが用いられた、光学用の表面保護フィルムを提供す
る。
【００２１】
　また、本発明は、前記粘着フィルムが用いられた偏光板とディスプレイパネルの貼り合
わせ用フィルムを提供する。
【００２２】
　また、本発明は、前記粘着フィルムが用いられた偏光板を構成する材料の貼り合わせ用
フィルムを提供する。
【００２３】
　また、本発明は、前記粘着フィルムが用いられたタッチパネル用フィルムを提供する。
【００２４】
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　また、本発明は、前記粘着フィルムが用いられた電子ペーパー用フィルムを提供する。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明によれば、融点３０～５０℃の疎水性の４級オニウム塩を帯電防止成分として粘
着剤に併用することで、粘着剤との相溶性に優れるためブリードアウトや粘着フィルムを
剥がした際に、被着体に汚染が生じてしまうなどのリワーク性の欠点である課題を改善す
ることが可能となる。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、好適な実施の形態に基づいて本発明を説明する。
　本発明の粘着剤組成物は、帯電防止性能を有する粘着剤組成物であって、帯電防止剤と
して、融点３０～５０℃の疎水性の４級オニウム塩を含有することを特徴とする。
【００２７】
　本発明の粘着剤組成物に用いる粘着剤成分としては、アクリル系共重合体などの共重合
組成物が好ましい。特に、（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～Ｃ１４の（メタ）アクリル
酸アルキルエステルモノマーの少なくとも１種を主成分とする共重合体が好ましい。
　（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～Ｃ１４の（メタ）アクリル酸アルキルエステルモノ
マーとしては、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（
メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、
ペンチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、ヘプチル（メタ）アク
リレート、オクチル（メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、２－エ
チルヘキシル（メタ）アクリレート、ノニル（メタ）アクリレート、イソノニル（メタ）
アクリレート、デシル（メタ）アクリレート、シクロペンチル（メタ）アクリレート、シ
クロヘキシル（メタ）アクリレート等のアルキル（メタ）アクリレートモノマーが挙げら
れる。アルキル（メタ）アクリレートモノマーのアルキル基は、直鎖、分枝状、環状のい
ずれでもよい。
【００２８】
　本発明に用いる粘着剤成分の共重合組成物として、（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～
Ｃ１４の（メタ）アクリル酸アルキルエステルモノマーの少なくとも１種と、他の共重合
性モノマーの少なくとも１種とからなる共重合組成物を採用することもできる。この場合
、他の共重合性モノマーとしては、ビニル基を有する共重合性ビニルモノマーや、（Ｂ）
水酸基および／またはカルボキシル基を含有する共重合性ビニルモノマー、芳香族系モノ
マーが挙げられる。
【００２９】
　水酸基を含有する共重合性ビニルモノマーとしては、２－ヒドロキシエチル（メタ）ア
クリレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、３－ヒドロキシプロピル（
メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、６－ヒドロキシヘキ
シル（メタ）アクリレート、８－ヒドロキシオクチル（メタ）アクリレート等の水酸基含
有（メタ）アクリル酸エステル類や、Ｎ－ヒドロキシ（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒド
ロキシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシエチル（メタ）アクリルアミド等
の水酸基含有（メタ）アクリルアミド類などが挙げられ、これらの化合物群の中から選択
された、少なくとも１種以上であることが好ましい。
　カルボキシル基を含有する共重合性ビニルモノマーとしては、（メタ）アクリル酸、イ
タコン酸、クロトン酸、マレイン酸、フマル酸、カルボキシエチル（メタ）アクリレート
、カルボキシペンチル（メタ）アクリレートからなどが挙げられ、これらの化合物群の中
から選択された、少なくとも１種以上であることが好ましい。
　芳香族系モノマーとしては、ベンジル（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ
）アクリレート等の芳香族基含有（メタ）アクリル酸エステル類のほか、スチレン等が挙
げられる。
　上記以外の共重合性ビニルモノマーとしては、アクリルアミド、アクリロニトリル、メ
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チルビニルエーテル、エチルビニルエーテル、酢酸ビニル、塩化ビニルなどの各種ビニル
モノマーが挙げられる。
【００３０】
　また、本発明に用いる粘着剤成分の共重合組成物として、
　（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～Ｃ１４の（メタ）アクリル酸アルキルエステルモノ
マーの少なくとも１種と、（Ｂ）水酸基および／またはカルボキシル基を含有する共重合
性ビニルモノマーの少なくとも１種と、からなる共重合組成物、
　（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～Ｃ１４の（メタ）アクリル酸アルキルエステルモノ
マーの少なくとも１種と、ビニル基を有する共重合性ビニルモノマーの少なくとも１種と
、からなる共重合組成物
　（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～Ｃ１４の（メタ）アクリル酸アルキルエステルモノ
マーの少なくとも１種と、芳香族系モノマーの少なくとも１種と、からなる共重合組成物
、
　（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～Ｃ１４の（メタ）アクリル酸アルキルエステルモノ
マーの少なくとも１種と、（Ｂ）水酸基および／またはカルボキシル基を含有する共重合
性ビニルモノマーの少なくとも１種と、芳香族系モノマーの少なくとも１種と、からなる
共重合組成物、等が挙げられる。
　また、（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～Ｃ１４の（メタ）アクリル酸アルキルエステ
ルモノマーの少なくとも２種以上からなる共重合組成物を採用することもできる。この場
合、（Ａ）アルキル基の炭素数がＣ１～Ｃ１４の（メタ）アクリル酸アルキルエステルモ
ノマー以外の共重合性ビニルモノマーを用いなくても共重合組成物とすることができる。
【００３１】
　アクリル系共重合体等の共重合組成物の重合方法は、特に限定されるものではなく、溶
液重合法、乳化重合法等、適宜、公知の重合方法が使用可能である。アクリル系共重合体
の重量平均分子量は、２０万～２００万であることが好ましい。
【００３２】
　本発明の粘着剤組成物は、粘着剤層を形成する際に前記共重合組成物を架橋することが
好ましい。架橋をするため、粘着剤組成物が既知の架橋剤を含んでも良く、紫外線（ＵＶ
）など光架橋で架橋しても良い。架橋剤としては、２官能以上のイソシアネート系架橋剤
、２官能以上のエポキシ系架橋剤、アルミニウムキレート系架橋剤からなる化合物群のう
ちから選択される１種以上の架橋剤が好ましい。架橋剤を用いる場合は、前記共重合組成
物の１００重量部に対して、０．１～５重量部含有することが好ましい。
【００３３】
　本発明の粘着剤組成物は、帯電防止性能を付与するため、帯電防止剤を含有する。帯電
防止剤は、常温（例えば３０℃）で固体であることが好ましく、より具体的には、帯電防
止剤の融点が、３０～５０℃のイオン化合物である。本発明は、帯電防止剤として、融点
３０～５０℃の疎水性の４級オニウム塩を含有することを特徴とする。
　これらの帯電防止剤は、融点が低いため、また、長鎖のアルキル基を有するため、アク
リル系ポリマーとの親和性は高いと推測される。
【００３４】
　融点３０～５０℃の疎水性の４級オニウム塩である帯電防止剤としては、例えば、炭素
数８～１８のアルキル基を有するアルキルジメチルベンジルアンモニウム塩、炭素数８～
１８のアルキル基を有するジアルキルメチルベンジルアンモニウム塩、炭素数８～１８の
アルキル基を有するトリアルキルベンジルアンモニウム塩、炭素数８～１８のアルキル基
を有するテトラアルキルアンモニウム塩、炭素数８～１８のアルキル基を有するアルキル
ジメチルベンジルホスホニウム塩、炭素数８～１８のアルキル基を有するジアルキルメチ
ルベンジルホスホニウム塩、炭素数８～１８のアルキル基を有するトリアルキルベンジル
ホスホニウム塩、炭素数８～１８のアルキル基を有するテトラアルキルホスホニウム塩、
炭素数１４～２０のアルキル基を有するアルキルトリメチルアンモニウム塩、炭素数１４
～２０のアルキル基を有するアルキルジメチルエチルアンモニウム塩などの、水に難溶性
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の４級オニウム塩の中から、融点３０～５０℃のものを選択して用いることができる。こ
れらのアルキル基は、不飽和結合を有するアルケニル基であってもよい。
【００３５】
　炭素数８～１８のアルキル基としては、オクチル基、ノニル基、デシル基、ドデシル基
、トリデシル基、テトラデシル基、ペンタデシル基、ヘキサデシル基、ヘプタデシル基、
オクタデシル基などが挙げられる。天然油脂に由来する混合アルキル基であってもよい。
炭素数８～１８のアルケニル基としては、オクテニル基、ノネニル基、デセニル基、ドデ
セニル基、トリデセニル基、テトラデセニル基、ペンタデセニル基、ヘキサデセニル基、
ヘプタデセニル基、オクタデセニル基、オレイル基、リノレイル基などが挙げられる。
　炭素数１４～２０のアルキル基としては、テトラデシル基、ペンタデシル基、ヘキサデ
シル基、ヘプタデシル基、オクタデシル基、ノナデシル基、イコシル基などが挙げられる
。天然油脂に由来する混合アルキル基であってもよい。炭素数１４～２０のアルケニル基
としては、テトラデセニル基、ペンタデセニル基、ヘキサデセニル基、ヘプタデセニル基
、オクタデセニル基、オレイル基、リノレイル基、ノナデセニル基、イコセニル基などが
挙げられる。
【００３６】
　４級オニウム塩のカウンターアニオンとしては、クロリド（Ｃｌ－）、ブロミド（Ｂｒ
－）、メチルサルフェート（ＣＨ３ＯＳＯ３

－）、エチルサルフェート（Ｃ２Ｈ５ＯＳＯ

３
－）、パラトルエンスルホネート（ｐ－ＣＨ３Ｃ６Ｈ４ＳＯ３

－）等が挙げられる。
【００３７】
　４級オニウム塩の具体例としては、ドデシルジメチルベンジルアンモニウムクロリド、
ドデシルジメチルベンジルアンモニウムブロミド、テトラデシルジメチルベンジルアンモ
ニウムクロリド、テトラデシルジメチルベンジルアンモニウムブロミド、ヘキサデシルジ
メチルベンジルアンモニウムクロリド、ヘキサデシルジメチルベンジルアンモニウムブロ
ミド、オクタデシルジメチルベンジルアンモニウムクロリド、オクタデシルジメチルベン
ジルアンモニウムブロミド、トリオクチルベンジルアンモニウムクロリド、トリオクチル
ベンジルアンモニウムブロミド、トリオクチルベンジルホスホニウムクロリド、トリオク
チルベンジルホスホニウムブロミド、トリス（デシル）ベンジルアンモニウムクロリド、
トリス（デシル）ベンジルアンモニウムブロミド、トリス（デシル）ベンジルホスホニウ
ムクロリド、トリス（デシル）ベンジルホスホニウムブロミド、テトラオクチルアンモニ
ウムクロリド、テトラオクチルアンモニウムブロミド、テトラオクチルホスホニウムクロ
リド、テトラオクチルホスホニウムブロミド、テトラノニルアンモニウムクロリド、テト
ラノニルアンモニウムブロミド、テトラノニルホスホニウムクロリド、テトラノニルホス
ホニウムブロミド、テトラキス（デシル）アンモニウムクロリド、テトラキス（デシル）
アンモニウムブロミド、テトラキス（デシル）ホスホニウムクロリド、テトラキス（デシ
ル）ホスホニウムブロミド、等が挙げられる。
　なお、「トリス（デシル）」、「テトラキス（デシル）」は、炭素数１０のアルキル基
であるデシル基を３個又は４個有することを意味し、炭素数１３のアルキル基であるトリ
デシル基や、炭素数１４のアルキル基であるテトラデシル基とは区別される。
【００３８】
　前記４級オニウム塩が、２５℃の水１００ｇに対する溶解度が５ｇ以下であることが好
ましい。前記４級オニウム塩は、共重合組成物の１００重量部に対して、（Ｃ）前記４級
オニウム塩を０．１～１０重量部、を必須成分として含有することが好ましい。
【００３９】
　粘着剤組成物に帯電防止剤を添加して帯電防止性能を持たせる場合、前記粘着剤組成物
を積層して形成された粘着剤層において、前記粘着剤層の表面抵抗率が１．０×１０＋１

２Ω／□以下であることが好ましい。表面抵抗率が大きいと、剥離時に帯電で発生した静
電気を逃がす性能に劣る。そのため、表面抵抗率を十分に小さくすることにより、粘着剤
層を被着体が剥がす時に発生する、静電気に伴って生じる剥離帯電圧が低減され、被着体
の制御用電子回路等に影響することを抑制することができる。



(9) JP 2014-237763 A 2014.12.18

10

20

30

40

50

【００４０】
　本発明の粘着剤組成物は、粘着剤層を形成する際に共重合組成物を架橋させることが好
ましい。粘着剤層の共重合組成物を架橋させるために、粘着剤組成物が既知の架橋剤を含
んでいることが好ましい。本発明で使用される架橋剤は、２官能以上のイソシアネート系
架橋剤、２官能以上のエポキシ系架橋剤、アルミニウムキレート系架橋剤からなる化合物
群のうちから選択される１種以上の架橋剤であることが好ましい。架橋剤は、１種類を単
独で使用してもよいし、２種類以上を組み合わせて併用してもよい。
【００４１】
　２官能以上のイソシアネート系化合物としては、１分子中に少なくとも２個以上のイソ
シアネート（ＮＣＯ）基を有するポリイソシアネート化合物であればよく、ヘキサメチレ
ンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート
、トリレンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート等のジイソシアネート類（１
分子中に２個のＮＣＯ基を有する化合物）のビュレット変性体やイソシアヌレート変性体
、トリメチロールプロパンやグリセリン等の３価以上のポリオール（１分子中に少なくと
も３個以上のＯＨ基を有する化合物）とのアダクト体（ポリオール変性体）などが挙げら
れる。
　また、３官能以上のイソシアネート化合物が、１分子中に少なくとも３個以上のイソシ
アネート（ＮＣＯ）基を有するポリイソシアネート化合物であり、特にヘキサメチレンジ
イソシアネート化合物のイソシアヌレート体、イソホロンジイソシアネート化合物のイソ
シアヌレート体、ヘキサメチレンジイソシアネート化合物のアダクト体、イソホロンジイ
ソシアネート化合物のアダクト体、ヘキサメチレンジイソシアネート化合物のビュレット
体、イソホロンジイソシアネート化合物のビュレット体からなる化合物群の中から選択さ
れた、少なくとも一種以上であることが好ましい。
　２官能以上のイソシアネート系架橋剤は、アクリル系共重合体の１００重量部に対して
、０．０１～５．０重量部含まれることが好ましく、さらに好ましくは０．０２～３．０
重量部含まれるのがよい。
【００４２】
　２官能以上のエポキシ系化合物としては、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、
ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂等のビスフェノール型エポキシ樹脂、フェノールノボラ
ック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、グリシジルエーテル型エポ
キシ樹脂、グリシジルアミン型エポキシ樹脂等のなどのエポキシ樹脂が挙げられる。これ
らの中でも、２官能のビスフェノールＡ型およびビスフェノールＦ型等のビスフェノール
型エポキシ樹脂が、低粘度の液状であり取り扱い易いことからより好ましい。
　また、２官能以上のエポキシ系化合物は、具体的には、グリセリンポリ（例えばジ、ト
リ）グリシジルエーテル、ソルビトールポリグリシジルエーテル、ペンタエリスリトール
ポリ（例えばジ、トリ、テトラ）グリシジルエーテル、トリメチロールプロパンポリグリ
シジルエーテル等が挙げられる。
　２官能以上のエポキシ系化合物は、アクリル系共重合体の１００重量部に対して、０．
０１～５．０重量部含まれることが好ましく、さらに好ましくは０．０２～３．０重量部
含まれるのが良い。
【００４３】
　共重合組成物がカルボキシル基または水酸基を有している場合には、これらの官能基と
アルミニウムキレート系化合物との架橋を生じる。このため、アルミニウムキレート系化
合物を架橋剤として使用することができる。
　本発明で使用できるアルミニウムキレート系化合物としては、アセチルアセトンアルミ
ニウム塩、アセト酢酸エチルアルミニウム塩などのケトエノール互変異性体アルミニウム
塩が好ましく、ケトエノール互変異性体アルミニウム塩の中でもアセチルアセトンアルミ
ニウム塩は、架橋剤としての機能に優れるものとして好適に用いられる。
　ケトエノール互変異性体アルミニウム塩に用いられる、ケトエノール互変異性体として
は、アセチルアセトン等のβ－ジケトンや、アセト酢酸エチル、アセト酢酸メチル、アセ
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ト酢酸オレイル、アセト酢酸アルキル等のβ－ケトカルボン酸エステル等が挙げられる。
　ケトエノール互変異性体アルミニウム塩としては、具体的には、アルミニウムトリス（
アセチルアセトネート）、アルミニウムトリス（エチルアセトアセテート）、アルミニウ
ムモノアセチルアセトネートビス（エチルアセトアセテート）、アルミニウムモノアセチ
ルアセトネートビスオレイルアセトアセテート、エチルアセトアセテートアルミニウムジ
イソプロピレート、アルキルアセトアセテートアルミニウムジイソプロピレート等が挙げ
られる。
【００４４】
　さらに、その他の成分として、シランカップリング剤、酸化防止剤、界面活性剤、硬化
促進剤、可塑剤、充填剤、硬化遅延剤、加工助剤、老化防止剤などの公知の添加剤を適宜
に配合することができる。これらは、単独でもしくは２種以上併せて用いることができる
。
【００４５】
　本発明の粘着フィルムは、本発明の粘着剤組成物からなる粘着剤層を、基材又は離型フ
ィルムの片面上に形成することで製造することができる。また、本発明の粘着フィルムは
、本発明の粘着剤組成物からなる粘着剤層を、基材の両面に形成することもできる。
　粘着剤層の形成に用いる基材フィルムや、粘着面を保護する離型フィルム（セパレータ
ー）としては、ポリエステルフィルムなどの樹脂フィルム等を用いることができる。
　基材フィルムには、樹脂フィルムの粘着剤層が形成された側とは反対面に、シリコーン
系、フッ素系の離型剤やコート剤、シリカ微粒子等による防汚処理、帯電防止剤の塗布や
練り込み等による帯電防止処理を施すことができる。
　剥離フィルムには、粘着剤層の粘着面と合わされる側の面に、シリコーン系、フッ素系
の離型剤などにより離型処理が施される。
　偏光板や位相差フィルムなどの各種光学フィルムを、液晶セルなどの光学部品及び他の
光学フィルムに貼り合せる、粘着フィルムの粘着剤層は、十分な透明性を有することが好
ましい。また、偏光板用の表面保護フィルムなどの光学用の表面保護フィルムの場合は、
基材フィルム及び粘着剤層は、十分な透明性を有することが好ましい。
【００４６】
　粘着フィルムが基材フィルムを有する場合、本発明の粘着フィルムは、例えば、表面保
護フィルム、偏光板用の表面保護フィルム、光学用の表面保護フィルム、粘着剤付き光学
フィルム、粘着剤付き偏光板などに好適に用いることができる。
【００４７】
　粘着フィルムが基材フィルムを有しない場合、１つの粘着剤層の両面に、それぞれ離型
フィルムの離型処理が施された面を合わせることで、「離型フィルム／粘着剤層／離型フ
ィルム」の構成とすることもできる。この場合、両側の離型フィルムを、順次、あるいは
同時に剥離して粘着面を露出することにより、光学フィルム等の光学部材と貼合可能にな
る。光学フィルムとしては、偏光フィルム、位相差フィルム、反射防止フィルム、防眩（
アンチグレア）フィルム、紫外線吸収フィルム、赤外線吸収フィルム、光学補償フィルム
、輝度向上フィルム等が挙げられる。
　この場合、本発明の粘着フィルムは、偏光板とディスプレイパネルの貼り合わせに用い
ることができる。ディスプレイパネルとしては液晶表示装置や有機ＥＬ等が挙げられるが
、これらに限定されるものではない。
　また、本発明の粘着フィルムは、偏光板を構成する材料の貼り合わせ用粘着フィルム、
偏光板を主とする液晶表示装置の周辺部材用の各種光学フィルム、タッチパネル用フィル
ム、電子ペーパー用フィルム、有機ＥＬ用フィルム等に用いることができる。
【００４８】
　また、これらの光学フィルムの少なくとも一方の面に、前記粘着剤層が積層されてなる
粘着剤層付き光学フィルムとすることができる。具体的には、「光学フィルム／粘着剤層
／光学フィルム」、「光学フィルム／粘着剤層／離型フィルム」、「光学フィルム／粘着
剤層」、「光学フィルム／粘着剤層／光学フィルム／粘着剤層／光学フィルム」、「光学
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フィルム／粘着剤層／光学フィルム／粘着剤層／離型フィルム」、「離型フィルム／粘着
剤層／光学フィルム／粘着剤層／離型フィルム」等の構成が挙げられる。
　例えば、「光学フィルム／粘着剤層／離型フィルム」のように、離型フィルムで保護さ
れた粘着剤層を有する場合、離型フィルムを剥がして、「光学フィルム／粘着剤層」のよ
うに粘着剤層を露出させ、他の光学フィルムと貼合することにより、粘着剤層が層間の貼
合に用いられた「光学フィルム／粘着剤層／光学フィルム」のような構成が得られる。
【実施例】
【００４９】
　以下、実施例をもって、本発明を具体的に説明する。
【００５０】
＜アクリル系共重合体の製造＞
［実施例１］
　撹拌機、温度計、還流冷却器及び窒素導入管を備えた反応装置に、窒素ガスを導入して
、反応装置内の空気を窒素ガスで置換した。その後、反応装置に２－エチルヘキシルアク
リレート１００重量部、６－ヒドロキシヘキシルアクリレート１．５重量部とともに溶剤
（酢酸エチル）を１００部加えた。その後、重合開始剤としてアゾビスイソブチロニトリ
ル０．１重量部を２時間かけて滴下させ、６５℃で８時間反応させ、重量平均分子量５０
万の、実施例１のアクリル系共重合体溶液１を得た。
［実施例２～６及び比較例１～３］
　単量体の組成を各々、表１の（Ａ）、（Ａ′）、及び（Ｂ）の記載のようにする以外は
、上記の実施例１に用いるアクリル系共重合体溶液１と同様にして、実施例２～６及び比
較例１～３に用いるアクリル系共重合体溶液を得た。
【００５１】
＜粘着剤組成物及び粘着フィルムの製造＞
［実施例１］
　上記のとおり製造したアクリル系共重合体溶液１（そのうちアクリル系共重合体が１０
０重量部）に対して、コロネートＨＸ　１．５重量部と、トリオクチルホスホニウムベン
ジルクロリド２．０重量部を加えて撹拌混合して実施例１の粘着剤組成物を得た。この粘
着剤組成物をシリコーン樹脂コートされたポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）フィル
ムからなる剥離フィルムの上に塗布後、９０℃で乾燥することによって溶剤を除去し、粘
着剤層の厚さが２５μｍである粘着フィルムを得た。
　その後、一方の面に帯電防止及び防汚処理されたポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ
）フィルムの帯電防止及び防汚処理された面とは反対の面に粘着フィルムを転写させ、「
帯電防止及び防汚処理されたＰＥＴフィルム／粘着剤層／剥離フィルム（シリコーン樹脂
コートされたＰＥＴフィルム）」の積層構成を有する実施例１の粘着フィルムを得た。
［実施例２～６及び比較例１～３］
　添加剤の組成を各々、表１の「架橋剤」及び（Ｃ）の記載のようにする以外は、上記の
実施例１の粘着フィルムと同様にして、実施例２～６及び比較例１～３の粘着フィルムを
得た。
【００５２】
　表１において、各成分の配合比は、（Ａ）と（Ａ′）との合計量を１００重量部として
求めた重量部の数値を括弧で囲んで示す。また、表１に用いた各成分の略記号の化合物名
を、表２に示す。また、表２（Ｃ）群には、帯電防止剤の２５℃における水１００ｇへの
溶解度（ｇ）、及び融点（℃）を合わせて示した。
　なお、コロネート（登録商標）ＨＸ、同ＨＬは日本ポリウレタン工業株式会社の商品名
であり、ＴＥＴＲＡＤ（登録商標）－Ｘは三菱ガス化学株式会社の商品名であり、デュラ
ネート（登録商標）２４Ａ－１００は旭化成ケミカルズ株式会社の商品名である。
【００５３】
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【００５４】
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【表２】

【００５５】
＜試験方法及び評価＞
　実施例１～６及び比較例１～３における粘着フィルムを２３℃、５０％ＲＨの雰囲気下
で７日間エージングした後、剥離フィルム（シリコーン樹脂コートされたＰＥＴフィルム
）を剥がして、粘着剤層を露出させた粘着フィルムを、表面抵抗率の測定試料とした。
　さらに、この粘着剤層を露出させた粘着フィルムを、粘着剤層を介して液晶セルに貼ら
れた偏光板の表面に貼り合わせ、１日放置した後、５０℃、５気圧、２０分間オートクレ
ーブ処理し、室温でさらに１２時間放置したものを、粘着力の測定試料とした。
【００５６】
＜粘着剤層の表面抵抗率＞
　エージングした後、偏光板に貼り合わせる前に、剥離フィルム（シリコーン樹脂コート
されたＰＥＴフィルム）を剥がして粘着剤層を露出させ、抵抗率計ハイレスタＵＰ－ＨＴ
４５０（三菱化学アナリテック製）を用いて粘着剤層の表面抵抗率（Ω／□）を測定した
。
【００５７】
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＜粘着力＞
　上記で得られた粘着剤層を露出させた粘着フィルムを、２５ｍｍ幅の粘着フィルムに裁
断し、偏光板の表面に貼り合わせた後、１８０°方向に引張試験機を用いて３０ｍ／ｍｉ
ｎの剥離速度において剥がして測定した剥離強度を粘着力（Ｎ／２５ｍｍ）とした。
【００５８】
＜耐汚染性＞
　上記で得られた粘着剤層を露出させた粘着フィルムを、偏光板に貼り合せた後、６０℃
９０％ＲＨの雰囲気下に２５０時間放置後、室温に取り出し、さらに１２時間放置した後
、試料を３０ｍ／ｍｉｎの引張速度で１８０°剥離した際に偏光板表面に汚染移行の無い
ことを確認した。評価目標基準は、偏光板に汚染移行の無い場合を「○」、少なくとも一
部汚染移行が確認された場合を「△」、全面に汚染移行が確認された場合を「×」と評価
した。
【００５９】
　表３に、評価結果を示す。なお、粘着剤層の表面抵抗率は、「ｍ×１０＋ｎ」を「ｍＥ
＋ｎ」とする方式（ただし、ｍは任意の実数値、ｎは正の整数）により表記した。
【００６０】
【表３】

【００６１】
　実施例１～６の粘着剤組成物及び粘着フィルムは、粘着剤組成物の中に帯電防止剤とし
て融点３０～５０℃の疎水性の４級オニウム塩を含有するため、表面抵抗率が十分に低く
、耐汚染性が良好であった。帯電防止性については、表３に示すとおり、表面抵抗率がい
ずれも、１．０×１０＋１２Ω／□以下となっており、剥離帯電圧の低減効果を有してい
る。
　また、比較例１の粘着剤組成物及び粘着フィルムは、粘着剤組成物の中に帯電防止剤を
含まないため、表面抵抗率が高く、しかも、耐汚染性に問題があった。
　比較例２、３の粘着剤組成物及び粘着フィルムは、粘着剤組成物の中の帯電防止剤とし
て、融点が５０℃を越える親水性の４級オニウム塩を含有するため、表面抵抗率が高く、
しかも、耐汚染性に問題があった。
【産業上の利用可能性】
【００６２】
　本発明の粘着剤組成物は、疎水性の４級オニウム塩を帯電防止成分として粘着剤に併用
することで、粘着剤との相溶性に優れるためブリードアウトや粘着フィルムを剥がした際
に、被着体に汚染が生じてしまうなどのリワーク性の欠点である課題を改善することがで
き、産業上の利用価値が大である。
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